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Abstract
As seen in the report by the Central Council for Education on Aug. ２０１６, many specific words 

from higher educational reform are used to explain new educational guidelines.　Especially, the 
word of Active learning is quite new term, the report explains that it is voluntary and interactive 
learning, but its basic idea overlaps considerably with hitherto existing premise of effective learning 
in school educational history.

A survey about educational activities was conducted with elementary school and junior high 
school teachers in city B, taken in middle size city in the Prefecture A to reveal an awareness of 
teachers for new educational wave, such as active learning.　In addition the same survey was executed 
with other elementary school teachers in Prefecture A also.

The results revealed the followings: １） Most of teachers recognize that school is the place to 
learn subject, ２） Teachers in city A feel strongly that academic ability of their students is low, 
３） Most of teachers think that they are used to teach subject by active learning, ４） Many teachers 
use pair learning, group learning, and research as an active learning with in their teaching, ５） Most 
of teachers place the importance on introduction and development in their teaching but not on 
preparation and review.

Although these results suggest that teachers accept a wave of active learning with equanimity, 
they might not understand the essentials in active learning.　Many teachers might understand 
that the active learning is one teaching technique.　Active learning is not just a method but it gives 
student an idea how to keep learning voluntary though their life, therefore there should be a variety 
of teaching forms.　We must emphasis the essential of active learning and facilitate an awareness 
of teachers about it for further improvement of school education.
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要　旨
平成２８年の８月に示された中央教育審議会の「審議のまとめ」に見られるように、平成１０年に始まっ

た高等教育改革の中で用いられてきた文言が、小、中学校の教育を語る場で強調されるようになった。

特に、その代表格のアクティブラーニングは新しい用語として紹介され、主体的かつ対話的学習として

説明されているが、この基本的な考えは、従来の学校教育において学習成立の前提として語られてきた

ことと重複する部分が多い。

そこで、本研究では、アクティブラーニングのような新しい教育の波について、現場の教員がどのよ

うに意識しているかを明らかにするために、Ａ県の中規模のＢ市の小、中学校の教員を対象として、日

ごろの教育活動を問うアンケート調査を行った。加えて、同じ調査を無作為に抽出したＡ県下の小学校



は じ め に

　日本の高等教育を世界水準にするために始まっ

た大学改革は、授業評価や FD 等を大学文化に

普及させた。近年は、その一層の進展を図るた

めに、学位授与の方針を含む３ポリシーの制定

によって主体的な学修や PDCA サイクルによ

る評価を定着させ、更なる教育の質の向上を図っ

ている。

　一方、この波は、高等学校教育の改善にとど

まらず小、中学校の教育の改革へと進展してい

る。前者は、高等学校の教育課程の再編成や基

礎学力テストなど、大学同様に教育の質向上と

ともにその成果の見える化を図ろうという試み

や新しい学力尺度に基づく大学入試に関する議

論を生んでいる。後者に関しては、平成２８年８

月に出された「次期指導要領等に向けた審議の

まとめ１）」に、アクティブラーニングや評価、

そしてカリキュラムマネージメントといった大

学教育改革の中で頻繁に用いられてきた文言が

多く使われている。１２月に出される最終答申は、

この審議のまとめに添って組み立てられるため、

審議のまとめを読めば、中央教育審議会の考え

方を理解することができ、更に、最終答申に沿っ

て編成される平成３０年度版の学習指導要領の方

針や内容もほぼ掴むことが出来る。

　審議のまとめには、学校教育の改善・充実の

好循環を生み出すための、カリキュラムマネー

ジメントが必要となることや、主体的・対話的

で深い学びの実現に向けたアクティブラーニン

グの実施がうたわれている。これらの言葉が学

習指導要領に記載されるのは初めてであるが、

いずれも小、中学校での学習が成立するための

前提条件として、従来から学校関係者の中で語

られてきたものである。これらを改めて強調す

ることに意義がないとは言わないが、少なくと

も従来の認識とどのように異なるのかを示さな

ければ、学校現場に戸惑いと混乱が起こる可能

性は否定できない。

　そこで、本研究ではＡ県Ｂ市の教育委員会と

連携し、これらの課題を小学校と中学校の教員

がどのように捉えているかの調査を行うことに

した。また、Ａ県内の無作為に抽出した小学校

の教員を対象として同じ調査を行った。これら

の結果をもとに、現在の小学校、中学校の教員

の現代的な課題についての認識を考察する。

調 査 方 法

　学力の向上を図りたいというA県内の中規模

の B市の教育委員会と相談し、質問紙法で調査

を行った。対象等は次の通りである。

調査Ⅰ

調査対象： Ｂ市の小学校１０３名、中学校の教

員５２名

回 答 数： 小学校６２名（回収率：６０.２％）、中

学校４０名（回収率：７６.９％）

調査時期： ２０１６年６月～７月

調査方法： 質問の内容について、事前にＢ市

教育委員会と打ち合わせ、Ｂ市の
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教員に対しても行った。その結果、①学校を教科の力をつける場であると認識していること、②Ｂ市の

教員は、受け持つ児童・生徒の学力が低いとの認識が強いこと、③従来からアクティブラーニングを取

り入れて授業を行っているとの認識があること、④アクティブラーニングとしてペア学習、グループ学

習、調べ学習を挙げる教員が非常に多いこと、⑤授業の構成にあたって、予習や復習を重視する教員の

割合が低いことが明らかになった。

これらは、教員がアクティブラーニングの強調を平静に受け止めていることを示すものではあるが、

アクティブラーニングの本質を理解していない可能性を示唆している。アクティブラーニングは単なる

方法ではなく、児童生徒に生涯を通じて自発的に学び続けるための態度を身に付けさせるものであり、

多様な形態を取りうる。学校教育のさらなる改革のためには、その本質を強調し、教員の意識を高めて

いくことが必要である。

キーワード
アクティブラーニング、教育の現代的課題、学校教員



校長会で了承を得た。その後、質

問紙を送付し、記入を求め、郵送

により回収した。

調査Ⅱ

調査対象： Ａ県下の無作為に選んだ小学校教

員１０９名

回 答 数： １０１名（回収率：９２.７％）

調査時期： ２０１６年６月～７月

調査方法： 各校長に協力を求めたうえ、配布

を依頼した。その後、Ｂ市と同じ

質問紙を送付し、記入求め、郵送

により回収した。

調 査 結 果

　調査方法でも述べたように、Ａ県Ｂ市を中心

とした調査と、県下の小学校への調査を行って

いるが、これは、Ｂ市の小学校教員の現代課題

に対する認識や教育活動を浮かび上がらせるた

めに、Ａ県下（以下、県下と記す）の小学校の

教員と比較したいと考えたからである。また、

小学校教員と中学校教員の比較を行うために、

Ｂ市では小学校教員の他に中学校教員も調査対

象とした。なお、各質問項目における無回答は

結果に含んでいない。 

１．Ｂ市および県下の小学校教員の比較

①　学校の役割

　小学校の教員が学校をどのように捉えている

かについて聞いたものである。その結果を表１

に示した。表１に示されるように、Ｂ市および

県下の小学校の教員は、いずれにおいても第１

位に教科の力をつける場を挙げている。次いで、

社会性を身に付ける場と考えている。その他、

生活技能を伸ばす場、個性を伸ばす場、そして

将来を考える場との回答が多いが、保護者との

連携の場という回答は殆ど見られない。また、

Ｂ市と県下の小学校の教員との差は殆ど見られ

なかった。

②　授業を行うにあたっての気持ち

　担当する児童との関係を把握するために、授

業のやりやすさについて「１：とてもやりにく

い」～５：「とてもやりやすいの」５段階評価

による回答を求めた。その結果を表２に示した。

Ｂ市と県下の教員の授業のやりやすさの平均値

について t 検定を行ったところ、有意な差は見

られなかった（t（１４９）＝１.６９, p＞.０５）。このよ

うに、Ｂ市と県下の小学校の教員では授業のや

りやすさに大きな違いはなく、いずれにおいて

も、「どちらとも言えない」～「やややりやす

い」と感じていることがわかる。
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表２　授業のやりやすさの各評定値の人数および平均値と標準偏差

標準偏差平均値　５　４　３　２　１

１.０７３.４７９２５９１４１Ｂ市（N＝５８）

０.９７３.７５２１４２１６１４０県下（N＝９３）

３０６７２５２８１総　　計

表１　学校の役割

その他将　来個　性保護者社会性生活技能教科の力順位学校

 ０ ０ １ ０１９ １３６１位Ｂ市

 ０ ２ １ ０３１ ６１７２位

 １ ７２１ ２ ７１８ １３位

 １ １ ２ ０４２ ３４６１位県下

 ０ ７ ７ ０４０１１３０２位

 １２０２４ １１１２４１４３位



③　授業で悩む程度

　授業で悩むことがあるか否かについて、「１：

全く悩まない」～「５：よく悩む」の５段階評

価による回答を求めた。その結果を表３に示し

た。Ｂ市と県下の教員の授業で悩む頻度の平均

値について t 検定を行ったところ、有意な差は

認められなかった（t（１４９）＝０.７２, p＞.０５）。従っ

て、Ｂ市と県下の小学校教員では授業の悩みの

程度に大きな違いはなく、いずれにおいてもや

や悩むと感じていることがわかる。

④　授業で悩む原因

　授業で悩む原因について、子どもたちの反応、

教材、学習時間、少ない準備時間、その他の項

目からの回答を求めた。その結果を表４に示し

た。表４より、子どもの反応、少ない準備時間、

そして、教材が悩みの原因として挙げられてい

る。自由記述を見ると、個人差が大きいこと、

意欲の低下、特別支援が必要な児童の存在が複

数の教員から挙がっていた。また、B 市に関し

ては、複式学級の指導も授業での悩みの大きな

原因になっているようであった。

⑤　教材研究の程度

　教材研究をどの程度行っているかについて、

「１：全く行わない」～「５：よく行う」の５

段階評価による回答を求めた。その結果を表５

に示した。Ｂ市と県下の教員の教材研究の程度

の平均値について t 検定を行ったところ、有意

な差はなかった（t（１４９）＝０.４１, p＞.０５）。従っ

て、Ｂ市と県下の小学校の教員では教材研究の

頻度に大きな差はなく、ともに教材研究を行っ

ているとの認識を持っていることがわかる。

⑥　教材研究の時間の確保

　教材研究時間がどの程度確保されているかを

把握するために、「１：全くない」～「５：十

分にある」の５段階評価による回答を求めた。

その結果を表６に示した。B 市と県下の教員の

教材研究の時間の確保の平均値について t 検定

を行ったところ、有意な差は認められなかった

（t（１４７）＝１.３９, p＞.０５）。従って、Ｂ市と県下の

小学校教員では教材研究の時間の確保に大きな

違いはなく、いずれも、教材研究の時間は十分

ではないと感じていることがわかる。
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表３　授業で悩む程度の各評定値の人数および平均値と標準偏差

標準偏差平均値　５　４　３　２　１

０.９０４.１０２０３０３４１Ｂ市（N＝５８）

０.９６３.９９２８４９４１１１県下（N＝９３）

４８７９７１５２総　　計

表４　授業で悩む原因（複数回答含む）

その他少ない準備時間学習時間教　材子どもの反応

１５２３ ６１４２０Ｂ市（N＝５７）

１４３９ ９２９３０県下（N＝８９）

２９６２１５４３５０総　　計

表５　教材研究の程度に関する各評定値の人数および平均値と標準偏差

標準偏差平均値　５　４　３　２　１

０.７６４.２８２５２８２３０Ｂ市（N＝５８）

０.６７４.３３４１４３８１０県下（N＝９３）

６６７１１０４０総　　計



⑦　教材研究時間の確保が難しい理由

　上記の質問で教材研究をする時間が「ない」

または「全くない」とした回答について、その

理由を「分掌業務」、「児童対応」、「研修」、「保

護者対応」、「その他」の項目からを求めた。そ

の結果を表７に示した。表７に示されているよ

うに、Ｂ市ならびに県下の小学校教員の多くは、

分掌業務の多さや児童への対応をその理由に挙

げていた。その他の理由としては、多数の教員

が授業時数の多さを挙げていた。更に、閉鎖系

のネットワークのため様々な業務を職員室で済

ませる必要があることや、学習指導のためのノー

トのチェックなどが挙がった。

⑧　学力を構成するもの

　小学校の教員が学力をどのように捉えている

かを把握するために、文部科学省が学力の要素

として挙げている６項目「知識」、「技能」、「思

考力」、「判断力」、「表現力」、「主体性」、「協働

して学ぶ態度」、「その他」から、学力と考えて

いるもの全てを選択する形で回答を求めた。そ

の結果を表８に示した。表８に示されるように、

両者ともにほぼ同じような回答傾向が見られた。

６項目全てを挙げている教員も多く、文部科学

省の考え方が周知されていると判断できる。た

だ、「主体性」や「協働して学ぶ態度」を挙げ

る教員が若干少ない傾向が読み取れた。また、

その他の記述は少なく、継続力や集中力などが

見られた。

⑨　現在担当している児童の学力に対する評価

　現在教えている児童の学力をどのように捉え

ているかを把握するために、「１：非常に低い」

～「５：非常に高い」の５段階評価による回答

を求めた。その結果については、各評定値の人

数と平均値ならびに標準偏差を表９に示した。

Ｂ市と県下の教員の児童の学力に対する評価の

平均値について t 検定を行ったところ、有意な

差が認められた（t（１５８）＝２.５３, p＜.０５）。これ

より、Ｂ市の小学校教員は、県下の小学校教員

よりも自分が受け持っている児童の学力が低い

と感じていることがわかる。
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表６　教材研究の時間の確保に関する各評定値の人数および平均値と標準偏差

標準偏差平均値　５　４　３　２　１

０.９３２.４８２８８３５３Ｂ市（N＝５６）

１.０５２.７２４２５１０４９５県下（N＝９３）

６３３１８８４８総　　計

表８　学力を構成するもの（複数回答含む）

その他
協働して
学ぶ態度

主体性表現力判断力思考力知　識

 ２ ３４ ４７ ５０ ４６ ５５ ５２Ｂ市（N＝ ６０）

 ８ ６６ ７０ ８３ ７６ ９６ ９１県下（N＝１００）

１０１００１１７１３３１２２１５１１４３総　　計

表７　教材研究時間の確保が難しい理由（複数回答含む）

その他保護者研　修児童対応分掌業務

１１ ３ ３１３２３Ｂ市（N＝３８）

１７ ８ ９１４３６県下（N＝５４）

２８１１１２２７５９総　　計



⑩　授業で最も重視する部分

　普段の授業でどの部分を最も重視しているか

を、「予習」、「導入部」、「展開部」、「終末部」、

「復習」、「その他」の項目の中から回答を求め

た。その結果を表１０に示した。なお、複数回答

は除外した。表１０より、Ｂ市と県下の小学校教

諭の重視する部分は似ていること、そしてそれ

らはいずれも導入部や展開部に偏っており、予

習や復習は重視されていないことがわかる。こ

れについて、回答が０であった予習を除いてχ ２ 

検定を行った結果、Ｂ市と県下の教員の回答に

有意な違いはなかった（χ ２（４, N＝１３９）＝１.６０, 

p＞.０５）。

⑪　児童の関心を高めるための授業での工夫

　教員が授業の中で児童の関心を高めるために

最もよく用いる工夫を把握するために、「教材

の工夫」、「問いかけの工夫」、「板書の工夫」、

「視聴覚教材の活用」、「IT の活用」の中から回

答を求めた。その結果を表１１に示した。複数回

答は除外した。表１１より、工夫は教材や問いか

けに偏っており、これらを中心に児童を引き付

けようとしていることが伺える。これについて

χ ２ 検定を行った結果、有意な差は認められず

（χ ２（５, N＝１３３）＝７.２０, p＞.０５）、Ｂ市と県下の小

学校教諭では、児童の興味を高めるための授業

での工夫が異なるとは言えない。

⑫　アクティブラーニングの学習法

　アクティブラーニングがどの程度教員に浸透

しているかを把握するために、「はい」または

「いいえ」での回答を求めた。その結果、Ａ市

では５８人中５２人が、県下では９７人中９人が「は

い」と回答し、ほとんどの教員がアクティブラー

ニングを知っていることが示された。

　そこで、アクティブラーニングをどのように

捉えているかを把握するために、「プレゼンテー

ションやディベートを行う学習法である」、「活

発に活動させる学習法である」、「児童が主体的

に取り組む学習である」、「教員が積極的に働き

かけ児童の理解を深める学習である」、「その他」

の選択肢から回答を求めた。その結果を表１２に

示した。なお、複数回答は除外した。表１２に示

されているように、B 市と県下の小学校の教員
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表９　児童の学力に対する評価の各評定値の人数および平均値と標準偏差

標準偏差平均値　５　４　３　２　１

０.６５２.５００５２０３５０Ｂ市（N＝ ６０）

１.０１２.８７６２１３３３４６県下（N＝１００）

６２６５３６９６総　　計

表１１　児童の関心を高めるための授業での工夫

その他IT視聴覚板　書問いかけ教　材

 ０ ５ ３ １２２２１Ｂ市（N＝５２）

 ４ ４１１ １２４３７県下（N＝８１）

 ４ ９１４ ２４６５８総　　計

表１０　授業で重視する部分

その他復　習終末部展　開導入部予　習

 １ １ ３２７２２ ０Ｂ市（N＝５４）

 ４ １ ７４４２９ ０県下（N＝８５）

 ５ ２１０７１５１ ０総　　計



はともにアクティブラーニングは児童が主体的

に取り組む学習であるとの回答を多く寄せてい

る。これについて、χ ２ 検定を行った結果、有

意な違いは認められず（χ ２（４, N＝１５５）＝７.４０, 

p＞.０５）、Ｂ市と県下の小学校の教員においてア

クティブラーニングの捉え方に違いがないこと

が示された。

⑬　アクティブラーニングの実践頻度

　アクティブラーニングがどの程度行われてい

るかを把握するために、「毎日行っている」、「時々

行っている」、「単元で１回行っている」、「行わ

ない」の選択肢から回答を求めた。その結果を

表１３に示した。なお、複数回答は除外した。表

１３より、「時々行っている」、或いは「単元で１

回行っている」の回答が多くなっていることが

わかる。これについて、χ ２ 検定を行った結果、

有意な差は認められず、Ｂ市と県下の小学校の

教員ではアクティブラーニングの実施頻度に違

いがないことが示された（χ ２（３, N＝１４５）＝６.６４, 

p＞.０５）。

⑭　アクティブラーニングの実施形態

　教室でのアクティブラーニングがどのような

ものなのかを把握するために、自由記述での回

答を求めた。多様な回答（Ｂ市：２０回答、県下：

４１回答）が見られたが、Ｂ市においては、グルー

プ学習が１０、ペア学習が５、問題解決が４、共

同学習が２であり、県下では、グループ学習が

１５、ペア学習が８、問題解決が７、共同学習が

４であった。このことから、アクティブラーニ

ングとしてグループ学習やペア学習、そして問

題解決学習を取り入れている場合が多いことが

明らかになった。

２．Ｂ市の小学校および中学校の教員の比較

　Ｂ市の調査では、多くの項目で小学校の教員

と中学校の教員の回答結果に差が見られなかっ

た。ここでは、回答が異なる部分を取り上げる

ことにする。なお、回答方法については、上述

の結果と同じであるため、それらに関する記述

は省略する。

①　学校の役割

　先述したように、学校がどのような役割を果

たす場であると認識しているかを把握するため

に行った質問である。その結果を表１４に示した。

表１４より、Ｂ市の小学校の第１位は教科の力を

つける場であるが、中学校では、社会性を身に

付ける場であることがわかる。また、小学校で

は生活技能獲得の場が第３位であったが、中学

校では、自分の将来を考える場が３位になって

いる。
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表１３　アクティブラーニングの実施頻度

行わない単元で１回時　々毎　日

１２２４１７ ５Ｂ市（N＝５８）

 ９３１２８１９県下（N＝８７）

２１５５４５２４総　　計

表１２　アクティブラーニングの学習法

その他教員の働きかけ
主体的

取り組み
活発な活動

プレゼン/
ディベート

１２ ５３５０Ｂ市（N＝６１）

６０ ８４３１県下（N＝９４）

７２１３７８１総　　計



②　授業で悩む程度

　Ｂ市の小中学校の教員が授業で悩むことがあ

るかどうかについての結果を表１５に示した。Ｂ

市の小学校と中学校の教員の授業で悩む頻度の

平均値についてt検定を行ったところ、有意な差

が見られた（t（９４）＝２.０１, p＜.０５）。つまり、小

学校教員のほうが、中学校教員よりも悩んでい

ることがわかった。

　授業で悩む原因については、小学校教員、中

学校教員ともに子どもたちの反応や少ない準備

時間、そして、教材が挙げられていた。ただ、

小学校の教員からは、複式学級の悩みが、中学

校教員からは、学力差が多く挙げられていた。

教材研究の実施についても、両者は同じように

行っているとの認識であり、その時間の確保に

ついても同じように余り確保できていないとの

回答が寄せられた。その原因については、分掌

業務や児童への対応に時間を取られるとの回答

が多かった。ただ、小学校では時数の多さ、中

学校では部活動に時間を取られるという回答が

多かった。また、学力を構成する要素の質問で

は、小学校では「知識」、「技能」、「思考力」、

「判断力」、「表現力」、「主体性」、「協働して学

ぶ態度」の６つの項目がほぼ同じ程度挙げられ

ていたのに対して、中学校では「主体性」と

「共同して学ぶ態度」の回答割合が低かった。

③　児童・生徒の学力

　Ｂ市の小中学校の教員がそれぞれの児童・生

徒の学力をどのように捉えているかの結果を表

１６に示した。Ｂ市の小学校と中学校の教員によ

る児童の学力に対する評価の平均値についてt検

定を行ったところ、有意な差が認められた

（t（９６）＝３.５６, p＜.０５）。つまり、Ｂ市では、小

学校教員よりも中学校教員の方が生徒の学力が

低いと感じていることが示された。

　日々の授業と学力の関係については、小学校

と中学校いずれにおいても日々の授業が学力形

成につながるとしており、その認識に違いはな
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表１４　学校の役割

その他将　来個　性保護者社会性生活技能教科の力順位学校

 ０ ０ １ ０１９ １３６１位

小学校  ０ ２ １ ０３１ ６１７２位

 １ ７２１ ２ ７１８ １３位

 ０ ２ ０ ０２０ ２１４１位

中学校  ０ ６ ２ ０１１ ７１２２位

 ０１０ ７ １ ６ ４１０３位

表１５　授業で悩む程度の各評定値の人数および平均値と標準偏差

標準偏差平均値　５　４　３　２　１

０.９０４.１０２０３０３４１小学校（N＝５８）

１.１０３.６８９１８１１００中学校（N＝３８）

２９４８４１４１総　　計

表１６　児童の学力に対する評価の各評定値の人数および平均値と標準偏差

標準偏差平均値　５　４　３　２　１

０.６５２.５００５２０３５０小学校（N＝６０）

０.８１１.９７０２６１９１１中学校（N＝３８）

０７２６５４１１総計



かった。また、授業でどの部分に力を入れてい

るかについても両者に違いは認められず、導入

部や展開部に力を入れているという回答であっ

た。ここでも、予習や復習に力を入れている様

子は伺えなかった。さらに、児童・生徒の興味

関心を高めるための授業での工夫についても両

者に違いは見られず、教材と問いかけに偏って

いた。アクティブラーニングについても、その

認知に関しては同程度であり、児童・生徒の主

体的な活動との受け取りにも差は見られなかっ

た。その実践については、時々実践している或

いは単元で１回という回答状況に差は見られな

かった。実施形態については様々な記述が見ら

れたが、まとめると、小学校では２０の回答のう

ち、グループ活動が１０、ペア活動が５、問題解

決学習が４、教え合いが２であり、中学校では

２６の回答のうち、グループ活動が３、ペア学習

が２、問題解決学習が５、教え合いが２であっ

た。

考　　　察

　日本が先進国として或いは科学技術立国とし

て世界をリードするためには、どの時代にあっ

ても子供たちが質の高い教育を受けることが出

来るようにしなければならない。この状況を作

り出すために、研究が主であり、教育は従であ

るという研究至上主義的な考え方を大きく変え

ようという大学改革の考え方は十分に理解でき

る。筆者は２０数年前から、学校教育法に学校と

規定されている大学に教育を語る文化が必要と

の声を様々な場であげてきた２�３）。その中で、大

学教育改革に向けた中央教育審議会答申が出さ

れた４）。これを皮切りに、いわゆる教養教育答

申（平成１４年）、将来像答申（平成１７年）、学士

課程答申（平成２０年）が出され、この間に国立

大学の法人化も行われた。そして、平成２４（２０１２）

年には、大学教育の質的転換を図る答申が出さ

れ５）、大学教育へのアクティブラーニングの導

入が決定的となった。近年ではこの流れが、高

等学校教育、さらに、中学校教育、そして小学

校教育へと影響を及ぼし始めている１）。

　しかし、高等学校までの学校教育にこの考え

方を単純に適応していくことは、教育現場の混

乱を招きかねないと考えている。子どもたちの

学習をどのように捉え、そのための教育をどの

ように行っていくかについては、戦後の学校教

育が始まったときに、梅根氏が著で述べている６）。

教育をどのように展開するかについては、その

時代の教育学者が持論を展開し、様々な考え方

が提案されてきた。しかし、大きな流れは次の

ように考えることが出来る。つまり、学習は直

接に見ることから始まるという考え方を出発点

として、学習は見て、考え、言葉にする段階を

踏まなければならないという考え方へと発展し

た。そして、児童・生徒による自発的な学習を

育てていくことが教育であるという考えに引き

継がれ７）、学校でのカリキュラム編成は、児童・

生徒の活動を中心にすべきとの考えに至った８）。

特に、このカリキュラム編成の考え方は、戦後

の日本の学校教育の出発にあたって取り入れら

れたものである。その後一貫して、児童・生徒

が自ら考え、活動することが学習であり、それ

を支え、彼らに積極的に学修に取り組む態度を

育成することが学校での教育であるとされてき

た。その考えは現在の学習指導要領に引き継が

れ、生きる力の育成としてまとめられている９）。

平成３０年に予定されている学習指導要領ではア

クティブラーニングとカリキュラムマネージメ

ント、そして、評価が強調されようとしている。

これらの語は新鮮な響きを持っているが、その

意味は今までの学校教育での考え方と重複する

部分が多い。これでは、学校教育関係者、特に

教員にとって戸惑いが生じることは必至である。

ここでは、１０年前の調査結果も踏まえ、次の３

つの視点から考察する。

�　学校の役割

　表１に示されているように、小学校の教員は、

教科の力をつける場を第１位に上げ、第２位に

は社会性を身に付ける場としている。中学校の
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教員は、第１位に社会性を身に付ける場とし、

第２位に教科の力を身に付ける場と考えている。

また、個性を伸ばす場であるとの認識は小学校

で支持されるものの、中学校ではその傾向は見

られない。

　約１０年前に PISA（OECD による学力調査）

の結果を受けて理科教育をどのように振興する

かの議論と調査を行ったとき、教員等を対象と

して学校の役割を聞いた。今回の結果は、その

結果と大きく違っている。前回は、小、中学校

教員共に社会性を身に付ける場が第１位であり、

教科の力を伸ばす場は第２～３位となっていた１０）。

その調査では、保護者も企業人も同じ傾向を示

した。それは全国規模であり、今回の調査と単

純に比較はできないが、教科の力を伸ばす場と

しての学校という認識が強くなっている。これ

は、全国学力調査が始まったことによる教員の

意識の変化を示していると考えられる。その意

味では、「生きる力」と共に「確かな学力」を

強調した現在の学習指導要領の趣旨が浸透して

いるのである。ただ、中学校において個性を伸

ばす場としての認識が殆ど見られないことは、

将来社会に備える場として危惧が残る。

�　教育環境

　表５に示されているように、小学校、中学校

の教員ともに教材研究はかなり行っていると判

断することが出来る。ただ、両者ともに表６に

示されているように、教材研究をする時間の確

保には悩んでいる姿が浮かび上がる。その原因

として分掌業務や児童・生徒の対応に多くの時

間を割かなければならないと答えている。この

状況は、前回の調査でも同じ結果であった。そ

のことが表３に示されているような小学校、中

学校の教員の授業での悩みにつながっていると

考えられる。さらに、個人差、意欲の低下、特

別な支援を必要とする児童・生徒の存在が、新

たな悩みの種となっている。特に、小学校教員

から指摘があっている複式学級に対する悩みは、

過疎化が進む中小都市の大きな問題である。一

部の県において教員養成段階での対応は始まっ

ているものの、その広がりは限定的であり、教

員養成段階での必須事項としての施策が必要で

ある。また、特別な支援が必要な児童・生徒を

受け入れて普通児と一緒に教育することは非常

に重要であると考えているが、従来の学級規模

で一人の教員が担当するのには限界がある。教

員定数を増やし、学校全体での教育システムを

構築することが求められる。

　このように、授業成立に向けて真剣に取り組

もうとするものの、それを阻害する現実に悩む

教員像が浮かび上がってきた。それは、前回の

調査と同じである。つまり、この１０年間に教育

環境がほとんど改善されない中で、小、中学校

の教員は今回の学習指導要領改訂による新しい

試みにチャレンジしなければならないのである。

早急に小学校と中学校の教育環境の改善を行わ

なければ、新しい学習指導要領の趣旨は空回り

する可能性が大きい。

�　アクティブラーニング

　Ｂ市の教員も県下の小学校教員も殆どがアク

ティブラーニングを知っている。そして、表１２

に示されているように、それは児童が主体的に

取り組む学習法であると多くの教員が答えてい

る。また、表１３に示されているように、単元で

１回或いは月に１度という程度ではあるが、ア

クティブラーニングを実践しているとの回答が

多い。つまり、小学校、中学校の教員ともに何

らかの形でアクティブラーニングは行っている

との認識を持っている。従って、アクティブラー

ニングが強調された新しい学習指導要領が示さ

れたときには、驚くこともなく受け止める土壌

ができていると判断できる。また、どのような

アクティブラーニングを行っているかについて

は、調査結果の⑭で述べた。ここに示したよう

に、グループ学習やペア学習、問題解決学習お

よび教え合い学習がアクティブラーニングの具

体的事例として多く挙がっている。この回答状

況からは、アクティブラーニングはこのような
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方法を授業で用いれば良いとの認識を持ってい

ると判断できる。

また、表１０に示されているように、授業で最も

重視する部分として導入部と展開部を挙げる教

員は多いが、予習や復習と答えた教員は非常に

少ない。この回答は、授業実施を大切にし、授

業が始まってからの児童・生徒の活動の活性化

に注力する教員の姿を浮かび上がらせている。

しかし、主体的に授業に参加し、活動するには

授業が始まってからでいいのだろうか。授業前

に考え、授業後に反芻することによって学びは

成立する。また、学習者が課題を自分のものと

して捉え、考え、解決に向けての活動を行うに

は、場面ごとに様々な学習法がある。つまり、

アクティブラーニングは授業の文脈によって様々

な方法を取り得るのである１１）。このことを忘れ

てはならない。

　現在の大学教育改革の中で、アクティブラー

ニングは話し合いをさせ、発表させなければな

らないと受け取られている節がある。そして、

それが小、中学校に広がりつつある。アクティ

ブラーニングは、単なる方法論ではない。児童・

生徒が課題に主体的に取り組むという場を、も

う一度思い起こすべきである。また、深い学び

を強調する声も聞かれるが、そもそも浅い学び

というものは存在するのだろうか。児童・生徒

にとって自分自身を納得させるものでなければ

学びではなく、浅いとか深いということばで語

るべきではないと考えている。

　新しい学習指導要領に盛り込まれる「主体的

で対話的な学習」は、形を重視させる危険性を

はらんでいる。これを避けるためには、学習者

自身にとって重要なことは、自らとの対話であ

り、それによって学習者の主体性が生まれてく

ることを教員は強く認識する必要がある。加え

て、新しい学習指導要領で狙う教育の質の向上

は十分に理解できるが、そのためには、教員の

定数を増やすとともに、教員一人に任せるので

はなく学校や家庭が連携する教育体制を早急に

構築する必要がある。その意味では、学校の役

割を聞いた回答に、家庭との連携の場という認

識は殆ど見られなかったが、今後はこの役割を

重視すべきである。予習や復習というアクティ

ブラーニングの基盤を創る場が家庭であること

を忘れてはならない。

お わ り に

　従来、小学校の学習指導要領の改訂が発端に

なって、順次中等教育、高等教育へとその考え

方が波及されてきた。しかし、今回はその逆の

流れとなっている。児童・生徒の多様化が急速

に進む中で、その方法が適切かどうか見極める

必要がある。その一環としての調査であったが、

従来からの問題点が改善されていないことが明

らかになった。

新しい教育の試みが実を結ぶためには、教育改

善に向けた阻害要因を取り除くことが必要とな

る。このためには、一定の期間ごとに調査を行

ない、改善方策の提案を続けなければならない。
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